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本 IFRS in Focus は、減価償却および償却の許容される方法に関する IAS 第

16 号「有形固定資産」および IAS 第 38 号「無形資産」の最近の修正を要約し

たものである。 

 

なぜ本修正を公表したのか？ 

国際会計基準審議会（IASB）は、IFRIC 第 12 号「サービス委譲契約」のもとで

のサービス委譲契約（SCAs）の無形資産に対する適切な償却方法の決定の

仕方に関するガイダンスの要望を受け取った。IASB は、当該論点が SCAｓの

みに関連するものではなく、全ての耐用年数を確定できる有形固定資産およ

び無形資産に関連するものであると判断した。したがって、審議会は、どの減

価償却および償却の方法が許容されるのかを明確にするため IAS 第 16 号お

よび IAS 第 38 号を修正することによって、本論点に広く対処することを決定し

た。 

 

 

 

要点 

 修正された IAS 第 16 号は、企業が有形固定資産の項目に対して、収益を

基礎とした減価償却方法を使用することを禁止する。 

 修正された IAS 第 38 号は、収益が無形資産の償却にとって適切な基礎で

はないという反証可能な推定を導入する。この推定は、次の 2 つの限定的

な状況においてのみ反証される。（a）無形資産が収益の測定値として示さ

れる（b）収益と無形資産の消費とが強い相関関係にある 

 販売価格の予想される低下は、当該資産に具現化された将来の経済的便

益の低下を示唆している可能性があることを示すために、ガイダンスが追

加された。 

 本修正は、2016 年 1 月 1 日以後開始する事業年度に将来に向かって適

用され、早期適用は認められる。 
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いつ新しい要求事項が適用されるのか？ 

本修正は、将来に向かって適用され、2016 年 1 月 1 日以後開始する事業年度に発効する。早期適用は認められる。企

業が本修正を早期適用する場合、当該事実を開示しなければならない。 

本修正には、特定の移行ガイダンスは含まれていない。 

 
本修正によりどのような変更があるのか？ 

IAS 第 16 号「有形固定資産」の修正 

審議会は、有形固定資産に対する収益を基礎とした減価償却を明確に禁止するため、IAS 第 16号を修正することを決定

した。減価償却は、資産の将来の経済的便益の予想消費パターンを反映するものでなければならない。収益を基礎とす

る減価償却方法は、資産の償却可能額を、当該資産の耐用年数にわたる予想総収益に対する、会計期間において創出

された収益の割合に基づいて配分する。 

本修正は、収益に影響を与える要因には複数あるが、これらの全ての要因が、資産の使用または消費の方法に関連す

るものではないことを明確化している。修正されたガイダンスは、そのような要因の例示として、他のインプットおよびプロ

セス、販売活動、販売量および価格の変動、インフレーションをあげている。それゆえ、収益は、資産の使用を通じて消費

される経済的便益ではなく、事業の活動から創出される経済的便益のパターンを反映する。 

 
本修正はまた、資産を使用することによって生産される産出物の将来の販売価格の低下は、当該資産の技術上または

商業上の陳腐化の指標となる可能性があり、それゆえ、資産に具現化された将来の経済的便益の低下の指標となる可

能性があること示している。結論の根拠は、定率法がそのような経済的便益の低下を反映させることが可能である

（capable of）ことを確認している。 

IAS 第 38 号「無形資産」の修正 

IAS 第 38 号の修正は、無形資産に対する収益を基礎とした償却方法は、上述の IAS 第 16 号の修正で示したものと同じ

理由で適切ではないという反証可能な推定を導入している。 

しかし、本修正の下では、次の2つの限定的な状況のいずれかにおいて、当該反証可能な推定を覆すことができるとされ

ている。 

 

 無形資産が収益の測定値として示される。すなわち、無形資産に特有の支配的な制限要因は、契約書に明記され

た収益の閾値の達成である。 

 収益と無形資産の経済的便益の消費とが強い相関関係があると立証できる。 

このような状況においては、無形資産から創出されると予想される収益は、無形資産の償却の適切な基礎となり得る。 

本修正は、支配的な制限要因が、事前に決定されている時間、生産高の数、または創出される固定総収益である可能性

があることを説明している。当該修正は、金の売上による収益の累計額が一定の金額に達したときに契約が終了するよ

うな金鉱山から金を探査または採掘する権利、および通行料による収益の累計額が一定の金額に達したときに契約が

終了するような有料道路の営業権の、収益の閾値が無形資産に固有の支配的な制限要因となる２つの例を含んでいる。

無形資産に固有の支配的な制限要因を識別することは、償却のための適切な基礎を決定するための出発点となる可能

見解 

本修正に関する公開草案（ED）では、結論の根拠において、収益を基礎とした方法が、「生産高比例法」と同じ結果を

もたらすという限定された状況があるということを提案した。しかしながら、ED への回答者は、この提案が基準の修正

案と矛盾していることに気づいた。したがって、IASB は、最終基準においては、当該結論の根拠における例外を追加し

ないことを決定した。 
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性がある。しかしながら、経済的便益の予想消費パターンをより密接に反映する場合には、他の基礎が適切となる可能

性がある。 

 

修正された IAS 第 38 号は、資産を使用することによって生産される産出物の将来の販売価格の低下が、資産に具現化

された将来の経済的便益の低下の指標となる可能性があるという、上述の修正された IAS 第 16 号と同じガイダンスを含

んでいる。 

 

見解 

収益を基礎とした償却方法に関連した IAS 第 38 号の修正は、対応する IAS 第 16 号の修正よりは厳格なものではな

い。修正された IAS 第 38 号は、反証可能な推定を含んでいるのに対し、修正された IAS 第 16 号は、収益に基づく減

価償却を禁止している。IASB は、無形資産に対する収益に基づく償却方法が許容されるような状況は、有形固定資産

の項目に関しては生じないであろうことを述べている。 
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